
平成30年の地方からの提案状況

団体数・件数

提案団体数 313（184）

提案件数 319（311）

提案区分 件数

権限移譲 42 （53）

補助金案件 0 （0）

規制緩和 277（258）

補助金案件 51 （76）

計 319（311）

提案区分 件数

土地利用（農地除く） 20  （14）

農業・農地 23 （28）

医療・福祉 106（115）

雇用・労働 3  （3）

教育・文化 16 （20）

環境・衛生 28  （15）

産業振興 12 （9）

消防・防災・安全 24  （14）

土木・建築 15  （25）

運輸・交通 15  （19）

その他 57  （49）

計 319（311）

担当府省 件数

内閣官房 4 （3）

内閣府 67  （65）

警察庁 3    （4）

個人情報保護委員会 4    （1）

金融庁 2    （2）

消費者庁 1    （0）

総務省 56  （42）

法務省 5    （6）

外務省 1 （0）

財務省 8    （3）

文部科学省 36 （39）

厚生労働省 112（124）

農林水産省 31 （35）

経済産業省 21  （12）

国土交通省 50  （68）

環境省 25  （15）

防衛省 1 （0）

計 319（311）

※ 複数省庁にまたがる提案があるため、合計が一致しない

資料４
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平成30年の当初共同提案の状況

特徴的な共同提案

都道府県と３以上の都道府県内市町村による提案

（例）
・秋田県、男鹿市、鹿角市、由利本荘市、仙北市、小坂町、上小阿仁村、藤里町、五城目町、羽後町、東成瀬村
・岩手県、宮古市、大船渡市、花巻市、久慈市、遠野市、陸前高田市、二戸市、八幡平市、奥州市、滝沢氏、雫石町、岩手町、紫波町、矢巾町、平
泉町、住田町、大槌町、一戸町

・茨城県、日立市、土浦市、古河市、結城市、龍ケ崎市、下妻市、常総市、常陸太田市、笠間市、取手市、牛久市、つくば市、鹿嶋市、那珂市、筑
西市、坂東市、かすみがうら市、行方市、つくばみらい市、小美玉市、茨城町、大洗町、栃木県、群馬県、新潟県

・埼玉県、さいたま市、秩父市、所沢市、狭山市、富士見市、坂戸市、小川町、美里町
・神奈川県、川崎市、相模原市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、秦野市、大和市、伊勢原市、海老名市、座間市、南足柄市、綾瀬
市、寒川町、中井町、山北町、湯河原町、愛川町、埼玉県、さいたま市、千葉県、千葉市、山梨県、大阪府

・静岡県、浜松市、沼津市、三島市、伊東市、富士市、藤枝市、御殿場市、袋井市、湖西市、牧之原市、長泉町、吉田町、神奈川県
・愛媛県、松山市、今治市、新居浜市、西条市、伊予市、四国中央市、西予市、東温市、久万高原町、松前町、砥部町、内子町、伊方町、松野町、
鬼北町、愛南町、広島県、徳島県、高知県

・京都府、京都市、福知山市、舞鶴市、綾部市、宇治市、宮津市、亀岡市、城陽市、向日市、八幡市、京田辺市、京丹後市、木津川市、大山崎町、
久御山町、井手町、宇治田原町、笠置町、和束町、南山城村、京丹波町、伊根町、与謝野町、滋賀県、大阪府、堺市、兵庫県、神戸市、和歌山県、
鳥取県、徳島県

３以上の市町村による提案

（例）
・八戸市、三沢市、おいらせ町、階上町
・浜松市、熱海市、御殿場市
・掛川市、島田市、藤枝市、伊豆市、菊川市、牧之原市
・鳴沢村、市川三郷町、早川町、身延町、南部町、富士川町、昭和町、道志村、西桂町、忍野村、山中湖村、富士河口湖町、小菅村、丹波山村（山
梨県町村会）

・砥部町、今治市、八幡浜市、西条市、大洲市、伊予市、四国中央市、西予市、東温市、久万高原町、松前町、内子町、伊方町、鬼北町、愛南町
・伊佐市、阿久根市、霧島市

関西広域連合、兵庫県町村会及び構成団体（府県、指定都市）等による提案

（例）
・兵庫県、滋賀県、京都府、京都市、大阪府、上郡町、和歌山県、鳥取県、徳島県、関西広域連合、兵庫県町村会

昨年も見られた、地方３団体による共同提案や、広域又は隣接の府県・市町村による提案のほか、以下のような特
徴的な共同提案の取組が見られる。
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